様式第１号（第６条関係）

創　業　事　業　計　画　書

１　申請者の概要等
	氏　名 (フリガナ)
（代表者氏名）
	
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日
（　　　歳）

	住所及び連絡先
	〒　　　

TEL 　　　　　　　　　　　　　　FAX 
E-mail

	本事業以外の
事業経営経験
	□　事業を経営したことがない。

	
	□　事業を経営していたが、既にその事業を廃止している。
[bookmark: _GoBack]（廃止した時期：　　　　　年 　月、業種：　　　　　　　　　　）

	現在又は直前の所属・職業
	所属機関・部署・職名



	
	□　会社役員　□　個人事業主　□　会社員　□　専業主婦・主夫
□　パート・アルバイト　□　学生　
□　その他（　　　　　　　　　　　　）

	職　歴
	年　　月
	
（経験年数　　年　　月）

	
	年　　月
	
（経験年数　　年　　月）

	
	年　　月
	
（経験年数　　年　　月）

	
	年　　月
	
（経験年数　　年　　月）

	
	年　　月
	
（経験年数　　年　　月）





２　創業事業計画の内容
⑴　概要（創業予定者は予定概要）
	開業・法人設立日
（予定日）
	年　　月　　日

	法人名・屋号名
（予定）
	



	事業実施地
（創業予定場所）
	〒



	主たる業種
	

	事業形態
	□ 個人事業
　┗□ 補助事業期間中の法人化も検討している
□ 会社設立
┗□ 株式会社　□ 合名会社　□ 合資会社　□ 合同会社
┗□ 個人事業からの法人化
□ 組合設立
┗□ 企業組合　□ 協業組合
□ 特定非営利活動法人設立

	事業に要する
許認可・免許等
	許認可・免許等名称：
取得(見込)日：

	
	許認可・免許等名称：
取得(見込)日：

	受講した講習会等
	講習会等の名称：
主催団体等：
受講時期及び内容：

	
	講習会等の名称：
主催団体等：
受講時期及び内容：

	
	講習会等の名称：
主催団体等：
受講時期及び内容：

	特許、資格等の有無
（予定を含む。）
	資格の名称：
取得年月日：

	
	資格の名称：
取得年月日：

	
	特許等の名称：
取得年月日：

	
	特許等の名称：
取得年月日：





⑵　事業内容
	事業名
	




	雇用予定人数
	正社員　　　人　　パート　　　人　　アルバイト　　　人

	創業の動機・きっかけ
	




	事業の具体的内容
（取扱商品及び具体的なサービス等）
	




	セールスポイント、
強み・競争力
	




	市場ニーズ、
事業の将来展望
	




	競合状況
	




	顧客獲得のための
戦略・戦術（ターゲット）
	




	取引先（取引予定）
	名称
	所在地

	販売先
	
	

	
	
	

	
	
	

	仕入先
	
	

	
	
	

	
	
	

	外注先
	
	

	
	
	

	
	
	





⑶　資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額

	設備資金
（店舗・工場等の工事費、機械・備品等の調達費）
（内訳）
	
	自己資金
	



	
	
	借入金
（内訳）





	

	設備資金の合計
	
	
	

	運転資金
（広告宣伝費、店舗等借入費等）
（内訳）
	
	本補助金
	




	
	
	その他
	




	運転資金の合計
	
	
	

	合　　　計
	
	合　　計
	


※必要な資金の合計と調達の方法の合計は、金額が一致するように記載してください。

⑷　金融機関からの外部資金の調達見込み
	□ 既に調達済み　□ 補助事業実施期間中に調達見込みがある。
□ 将来的に調達見込みがある。



⑸　他の制度の補助金（今後の利用見込み）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	利用予定時期
	制度名
	実施機関
	費目
	申請見込額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　※事業を実施するにあたり、他の補助金を併用することはできません。

⑹　事業スケジュール
	実施時期
	具体的な内容

	１年目
　　年　　月～
年　　月期
	

	２年目
　　年　　月～
年　　月期
	

	３年目
　　年　　月～
年　　月期
	



⑺　売上・利益等の計画等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	１年目
（　年　月～
　　年　月期）
	２年目
（　年　月～
　　年　月期）
	３年目
（　年　月～
　　年　月期）

	(a)売上高
	
	
	

	(b)売上原価
	
	
	

	(c)売上総利益(a-b)
	
	
	

	人件費
	
	
	

	家賃
	
	
	

	支払利息
	
	
	

	その他
	
	
	

	(d)経費合計
	
	
	

	営業利益(c-d)
	
	
	

	従業員数
	正社員
	
	
	

	
	パート
	
	
	

	
	アルバイト
	
	
	

	積算根拠
	
	
	




この事業計画は、適当であると認定します。


年　　　月　　　日

　　　　　　　　射水商工会議所又は射水市商工会
　　　　　　　　　　　　　

